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福島市 ない ある

学習環境が整わない生活困窮世帯の中学
生を対象に、学びの機会・場所を提供し、学
習支援員による学習援助等の支援を実施

ある

生活困窮者に対し、生活相談内容のア
セスメントを行い、各種制度の活用を図
り、自立に向けた支援プラン作成等の

支援を実施

ある

ひとり親家庭の就職による自立促進
と生活安定を図るため、高等学校卒
業程度の認定試験や、高等技能訓
練等の資格取得費用の一部を助成

ある

・保育施設において、多子世帯利用者の
負担を軽減（3歳未満の保育料を、2人目
は半額、3人目以降は無料）
・放課後児童クラブにおいて、多子世帯利
用者の負担を軽減（2人目以降の放課後
児童クラブ利用料を減額）
・本市産食材を活用して地産地消を推進
し、給食費の負担を軽減
・教育機会均等と有為な人材育成のため、
経済的な理由により、修学が困難な高校
生に対し、年額50,000円の奨学資金を給
付
・経済的理由により就学困難と認められる
児童生徒に対し、学用品費や給食費を援
助
・短期入所費用の負担軽減
・産後ケア費用の負担軽減
・ファミリーサポートセンターの負担軽減
・ひとり親医療費助成

ある

・ひとり親家庭及び寡婦
（夫）に対し、就学資金等の
貸付を実施
・休日保育の拡充、病児・
病後児保育の拡充、ファミ
リサポートセンターでの病
児・病後児等緊急対策の拡
充を実施
・外国語、身体機能向上、
芸術・文化・伝統、地域連
携などに関する特色ある教
育・保育の取り組みを実施
する保育施設等に対して補
助金を支出

地域福祉課 ない ある

「子どもの学習・生活支援事業」
　生活困窮者自立支援法に基づき、生活保
護世帯を含む生活困窮者世帯の子どもを
対象として学習支援員2名による、訪問型の
学習支援を実施。
・R3年度予算額：6,343千円

ある

「自立相談支援事業」
　生活困窮者自立支援法に基づき、相
談支援員3名、就労支援員2名を配置
し、生活困窮者等からの様々な相談を
受け付け、関係機関と連携しながら、自
立に向けて、就労支援をはじめとした包
括的、継続的な支援を実施。
・R3年度予算額：17,285千円

ある

「自立相談支援事業」
　生活困窮者自立支援法に基づき、
相談支援員3名、就労支援員2名を
配置し、生活困窮者等からの様々な
相談を受け付け、関係機関と連携し
ながら、自立に向けて、就労支援を
はじめとした包括的、継続的な支援
を実施。
・R3年度予算額：17,285千円

ない ない

こども家庭課 ない ない ない ある

○ひとり親家庭の就職による自立促
進と生活安定を図るため、高等学校
卒業程度の認定試験や、高等技能
訓練等の資格取得費用の一部を助
成

○求職者に対しハローワーク等と連
携しながら就労支援を実施

ある

・こども医療費助成
・児童手当支給
・ひとり親家庭医療費助成
・児童扶養手当
・ファミリーサポートセンターの利用料助成
・みなし寡婦独自認定による保育料等の減
免制度
・就学遺児激励金支給

ない

会津若松
市

市町村
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①子どもの貧困対策
の担当部署
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子どもの貧困対策

郡山市 こども政策課（総括） ない ある

子どもの学習・生活支援事業
【内容】
市内在住の生活保護受給世帯又は生活困
窮世帯等の小・中学生を対象に、高校受験
のための学習支援の機会を提供、高校生を
対象に自習の場の提供や高校中退防止に
向けた相談支援を実施。
【R3年度予算額　6,092千円】

（事業担当課：保健福祉総務課）

ある

（１）市営住宅多子世帯向け優先募集
【内容】市営住宅の毎月の空家募集に
おいて、3LDK程度の広い部屋の一部を
多子世帯向けとして、優先枠で募集す
る。
（事業担当課：住宅政策課）

（２）市営住宅若年子育て世帯向け優先
募集
【内容】市営住宅の空家募集において、
子育て家庭の経済的負担の軽減のた
め、一部を若年子育て世帯の優先枠で
募集する。
(3)市営住宅ひとり親世帯向け優先募集
【内容】市営住宅の毎月の空家募集に
おいて、一部をひとり親世帯の優先枠
で募集する。
（事業担当課：住宅政策課）

ある

母子家庭等就業･自立支援センター
事業

【内容】
専任の相談員による就業相談のほ
か、ハローワークと連携した就業情
報提供等、一貫した就労支援サービ

スを行う。
（事業担当課：こども家庭支援課）

ある

（１）保育所等保育料無料化・軽減等事業
【対象】認可保育所及び認可外保育施設

に通う児童
【内容】少子化対策や育児条件の改善に

つなげるため、国の制度に該当しない一部
の者に係る保育料の無料化・軽減等を実

施する。
（事業担当課：保育課）

（２）ひとり親家庭医療費助成事業
【対象】18歳までの児童を養育しているひ

とり親家庭
【内容】生活の安定と健康福祉の増進を図

るため、医療費の一部を助成する。
（事業担当課：こども家庭支援課）

ない

いわき市 こどもみらい課 ない ある

生活保護世帯、自立相談支援機関（生活・
就労支援センター）による支援世帯の中学１
～３年生を対象に、週１回２時間の家庭訪
問型学習支援を実施する。
R3年度　26,479千円

ある
奨学金返還支援事業や子どもの学習
支援事業などの各種教育の支援

ある
みんなの居場所づくり事業や生活困
窮者に対する自立相談支援事業な
どの各種生活の支援

ある
ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事
業などの各種生活の支援

ある
児童扶養手当など、ひとり
親世帯等への各種経済的
支援

白河市
保健福祉部こども未
来室こども支援課子

育て連携係
ない ある

●奨学資金貸与事業
　【高等学校・高等専門学校生：月額30,000
円以内】
　【専修学校生：月額40,000円以内】
　【大学生：月額50,000円以内】

●入学一時金貸与事業
　専修学校・大学生の保護者に対し貸与
　【医師及び歯科医師の課程：100万円以
内】
　【上記以外の課程：70万円以内】

ある

様々な支援を必要とする子どものため
に、地域での居場所（こども食堂）をつく
り、食事・団らんの場の提供や学習支
援を行う。（委託事業及び市補助事業に
より実施）

ある

・就業支援員が、ひとり親家庭の親
等の新規就業や、転職等をハロー
ワークと連携して支援する。

・高等職業訓練促進給付金受給者
を対象に、修業期間中の生活費の
不安を軽減するため、生活資金の
貸付を行う。

ない ある

経済的に困窮している女性
を支援するため、生理用品
を無償で配付するほか、学
校を含めた市内公共施設
の女子トイレに生理用品を
配備する。
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須賀川市 こども課 ない ある

・生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の
小学生から高校生までの児童・生徒に対
し、家庭訪問による学習・生活支援等を実
施。
【令和3年度予算11,413千円】

ある

生活困窮者に対し、自立相談支援機関
（市社会福祉協議会に委託）が、具体的
な支援プランを作成し、各種制度活用
等の支援を実施。

ある
生活困窮者に対し、就労支援員が
ハローワーク等と連携しながら就労
支援を実施。

ある

教育の機会均等の確保と有為な人材育成
のため、経済的な理由により修学が困難
な大学生等に対し、年額60万円の奨学資
金を給付
【R3予算額 7,200千円】

ない

こども課 ない ある

[子どもの生活・学習支援事業］
・子どもの居場所づくりを目的として、ひとり
親世帯を含む子どもを対象に基本的な生活
習慣の習得支援、学習支援及び食事の提
供等を行う。
予算額　4,594千円

ない ある

・ひとり親家庭高等技能訓練促進費
等給付金
資格の取得を目指して養成機関で
修業する場合、高等技能訓練促進
費および入学支援修了一時金を支
給。
・ひとり親家庭自立支援教育訓練給
付金
就業の促進と自立を支援するため、
教育訓練給付金を支給。
予算額　1,396千円"

ある

・児童扶養手当ての支給、子ども医療費の
助成、ひとり親家庭の医療費助成。
・要・準要保護児童生徒の保護者に対し学
用品等の援助を行い、経済的な負担の軽
減を図る。

ない

教育総務課 ない ない ない ない ある

経済的な理由により修学が困難であると
認められた家庭に奨学金を貸与する。
・喜多方市奨学金（高校生、短大、大学
等）
【予算額　1,680千円】

ない

学校教育課 ない ない ない ない ある

要・準要保護児童生徒の保護者に対し学
用品等の援助を行い、経済的な負担の軽
減を図る。
・就学援助
・特別支援教育就学奨励費
・新入学準備金
・遠距離通学費扶助
【予算額　44,026千円】

・小・中学校学校給食費負担軽減事業補
助金
学校給食における保護者の経済的負担を
軽減するため、給食費の２分の１に相当す
る額を補助する。
【予算額　83,313千円】

ない

相馬市 社会福祉課 ない ない ある

（1）自立相談支援事業
生活困窮者に対し、状況に応じた包括
的かつ継続的な相談支援を実施し、早
期に困窮状態から脱却することを支援
する。
（2）家計改善支援事業
生活困窮者に対し、家計に関する相
談、家計管理に関する指導、貸付の
あっせん等を実施する。

ある

就労準備支援事業
生活困窮者に対し、就労に必要な
日常生活自立、社会生活自立の段
階から有期で支援を実施する。

ある

住居確保給付金
離職により住居を失ったまたはそのおそれ
がある生活困窮者に対し、安定的な就労
活動が行えるよう有期で家賃相当額を支
給し、住宅及び就労機会の確保に向けた
支援を行う。

ない

喜多方市
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二本松市 子育て支援課 ある

要保護児童対策地域協議
会
※児童相談所、二本松警察
署、市子育て支援課、健康
増進課、学校教育課、社会
福祉協議会、民生児童委員
等

ある

・放課後子ども教室
・就学援助
※学用品、学校給食費、通学用品費、修学
旅行費等の経費
・小中学校遠距離通学費の助成
※年額32,000円
・高等学校通学費等の助成
※年額25,000円

ある
・ファミリー・サポート・センター事業
・家庭児童相談室等による生活相談

ある

・生活困窮者自立支援
・ひとり親家庭自立支援教育訓練給
付金事業等の就労支援
※１月当たり70,500円

ある
・子ども医療費の助成
・ひとり親家庭医療費の助成
・学童保育保育料等の負担低減

ある
・大卒者等定住促進奨励金
※奨学金の返済残高があ
る方に最大30万円を支給

田村市
保健福祉部
こども未来課

ない ない ない ある

①ひとり親家庭自立支援支援給付
事業
（内容）ひとり親家庭の就職による自
立促進と生活安定を図るため、自立
支援教育訓練給付金事業と高等職
業訓練促進給付金等事業により給
付金を支給
（予算額：3,480千円）
②ひとり親世帯の保護者に対し、児
扶の現況届提出時期に合わせハ
ローワークと行政の連携により就職
相談会を実施

ある

①要保護・準要保護児童就学援助事業経
済的な理由で就学が困難な生徒に給食
費、学用品、就学旅行、通学費等、就学援
助費を支給する。

②田村市学校給食費免除事業
義務教育期間内の児童生徒をもつ保護者
に対し、第2子以降の給食費を全額免除す
る。

ない

南相馬市 こども家庭課 ない ある

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等
支給事業（就業に係る資格取得のため１年
以上の養成機関で修業する場合に、訓練促
進給付金等を支給）
支給額：
（ア）訓練促進給付金　「支給期間上限３６
月」
月額100,000円（住民税非課税世帯）
ただし、修了までの最後の12月は月額
140,000円
月額  70,500円（住民税課税世帯）
ただし、修了までの最後の12月は月額
110,500円
（イ）修了支援給付金
月額  50,000円（住民税非課税世帯）
月額  25,000円（住民税課税世帯）

ない ある

ひとり親家庭自立支援教育訓練給
付金支給事業（就業に資する教育
訓練講座を受講する場合に、自立
支援教育訓練給付金を支給。教育
訓練講座に要した経費の60パーセ
ント（上限20万円））

ある
ひとり親家庭医療費助成事業を実施（ひと
月あたり、一登録世帯自己負担額から
1,000円を控除した額）

ある

〇養育費に関する公正証
書作成促進補助金
　養育費の取り決めに関す
る公正証書を作成したひと
り親の方に対し、作成費用
（公証人手数料）として最大
３万円を補助

〇養育費保証契約保証料
補助金
　保証会社等と養育費保証
契約（養育費に未払いが発
生した場合に、保証会社が
立替え払いや督促回収等
を行う契約）を締結したひと
り親の方に対し、契約締結
費用として最大５万円を補
助
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伊達市
こども部

ネウボラ推進課
ある

伊達市こども支援
ネットワーク会議

・伊達市社会福祉協議会
・地域サポート研究所
・ビーンズふくしま
・伊達市小中学校校長会
・伊達市園長協議会
・福島スクールソーシャル
ワーカー協会
・伊達市PTA連絡協議会
・伊達市主任児童委員連絡
会
・福島県中央児童相談所

ない ない ない ない ない

本宮市
保健福祉部

子ども福祉課
ない ある

〇篤志奨学資金(給与型)
・対象：短大以上の新入学生
・期間：正規の修学期間
・金額：月額10,000円
〇遠藤輝雄奨学基金(無利子貸与型)
・対象：高校・高専・専修・短大・大学の在学
生、新入学生
・期間：正規の在学期間
・金額：対象学校、公立・私立によって異な
る(高校15,000円～私立大学40,000円)

ある
社会福祉協議会における
・生活サポート相談
・フードバンク

ある
　ひとり親世帯の保護者に対し、児
扶の現況届提出時に合わせハロー
ワークと提携してチラシを配付

ない ない

桑折町
健康福祉課

子育て支援係
ない ある

・準要保護就学支援制度(給食費、学用品、
PTA会費等の助成)
対象:小中学生
・奨学資金貸与制度(就学資金、入学支度
資金)
対象:高校生、大学生
・英語力学習意欲の向上を図るため、英語
検定料助成（検定料の半額）を実施
対象：中学生
・子どもたちに一層豊かな教育環境を提供
する取組として土曜日に「学習塾」(参加料
無料)を開催
小学生：年8回、中学生：年16回
対象：小中学生

ない ない ある

・幼稚園給食費無料
・小中学校給食費半額助成
・幼稚園、小中学校新入園児・児童・生徒
制服支給
・ひとり親家庭医療費助成
・就学遺児激励金
　ひとり親家庭または父母のいない児童生
徒へ3,000円分の図書カード支給

ない

国見町 福祉課社会福祉係 ない ある

・就学援助制度（要保護・準要保護）、学用
品、通学用品、校外活動費、修学旅行費等
の助成
(予算 小学校1,212千円＋中学校1,595千円
＝計2,807千円)

・奨学資金貸与制度
修学資金、入学支度金
(予算 2,210千円)

ない ない ない ない



ネットワーク
の有無

ネットワークの概要
支援の有

無
支援の概要

支援の有
無

支援の概要 支援の有無 支援の概要 支援の有無 支援の概要 支援の有無 支援の概要

市町村

２２　子どもの貧困対策

①子どもの貧困対策
の担当部署

（ある場合は記入）

②子どもの貧困ネットワークについて ③教育の支援 ④生活の支援 ⑤保護者に対する就労の支援 ⑥経済的支援 ⑦その他

子どもの貧困対策

川俣町
子育て支援課

学校教育課⑦
ない ない ない ない ない ある

経済的理由によって就学困
難と認められる児童又は生
徒の保護者に対して支援
原則として国の定める範囲
で支給、実費を支給するこ
とが望ましいものに関して
は予算の範囲内で支給

大玉村
健康福祉課
社会福祉係

ない ある

 要保護・準要保護就学援助費
要・準要保護児童、生徒の保護者に対し学
用品等の援助を行い、経済的な負担の軽
減を図る
・学用品費
・通学費
・新入学用品費
・給食費　　　　等

ある
社会福祉協議会における
生活困窮者自立支援事業
フードバンク

ない ある

ひとり親家庭医療費助成事業
（対象）18歳までの児童を養育しているひ
とり親家庭
（内容）ひとり親家庭の健康と福祉の増進
を図るため、医療費の一部を醸成する。

ない

鏡石町 福祉こども課 ない ない ある

・家庭環境に問題を抱える世帯に対す
る支援として、「児童家庭相談員」を配
置、スクルールワーカーや関係機関と
連携し、問題解決に努めている。
・社会福祉協議会と連携し、生活サポー
ト支援、フードバンクに繋げている。

ない ある

【要保護及び準要保護児童生徒援助事
業】
経済的に恵まれない家庭の児童生徒に対
し、学用品・給食費等の援助費を支給。
・令和３年度予算額　9,105千円
【育英資金貸付事業】
経済的理由により修学困難と認められる
者に対し、月額60千円以内の奨学金を貸
与（入学準備金は、700千円以内）。
・令和３年度予算額　5,020千円

【ひとり親家庭医療費助成事業】
・令和３年度予算額
2,650千円

ない

天栄村 住民福祉課 ない ある
就学支援制度
（要保護・準要保護）

ない ない ある

・ひとり親家庭の医療費助成
・てんえいジュニア応援金
ひとり親家庭（要件有）や両親非課税世帯
の子どもが、中学校を卒業し進学・就職す
る際に50,000円を支給

ない

下郷町 健康福祉課 ない ある 就学援助（教育委員会） ない ない ない ない

檜枝岐村 住民課 ない ない ない ない ない ない

只見町 保健福祉課 ない ない ない ない ない ない
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南会津町 健康福祉課 ない ある

 要保護及び準要保護児童生徒の保護者に
就学援助費を支給
・学用品費
・通学用品費
・郊外活動費
・通学費　　　　　等

ない ない ない ない

北塩原村
住民課
教育課

ない ない ない ない ない ない

西会津町
福祉介護課

子育て支援係
ない ある

・就学援助制度
（要保護・準用保護）
学用品、通学用品、校外活動費、修学旅行
費、給食費を援助

ある
町営住宅における母子世帯の優先入
居

ある
町ホームページなどで無料職業紹
介として求人情報を提供

ある
ひとり親家庭への医療費助成、こども園保
育料・給食費の無償化、放課後子ども教
室の２人目以降の利用料無料化

ある

要保護児童地域対策協議
会等を活用した対象世帯の
情報把握や関係機関の連
携

磐梯町 こども課 ない ない ない ない ある
ひとり親家庭医療費助成事業
（医療費の一部負担金の額を登録世帯ご
とに合算し月1,000円を控除した額の助成）

ない

猪苗代町
保健福祉課
教育総務課

ない ない ない ある
町ホームページにて無料職業紹介
所求人情報等の提供

ある

（１）要保護・準要保護就学援助費
要・準要保護児童、生徒の保護者に対し
学用品等の援助を行い、経済的な負担の
軽減を図る
・学用品費
・通学費
・新入学用品費
・給食費　　　等
（２）奨学資金貸与
経済的理由により修学が困難と認められ
る方に対して奨学資金を貸与する
対象：高校生
月額：20,000円以内
（３）ひとり親家庭医療費助成

ある

要保護児童地域対策協議
会等を活用した対象世帯の
情報把握や関係機関の連
携

会津坂下
町

子ども課子ども支援
班

教育課教育総務班
ない ない ない ない ない ない

湯川村
住民課
福祉係

ない ある

就学援助制度
学用品費・通学用品費・新入学児童生徒学
用品費・修学旅行費（国の補助単価額によ
る）

ない ない ある ひとり親家庭の医療費助成 ない

柳津町 ない ない ない ない ない ある
小中学校の給食を町負担
で提供。
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三島町 ない ある

就学援助制度
（要保護・準要保護）
学用品、通学用品、
修学旅行費等援助
（県単価に準じる）

ない ない ない ない

金山町 ない ある

国の制度に基づく事業
要保護、準要保護児童生徒
に対する就学援助費の補助
小学生11,630円/年、中学生
22,730/年（学用品費）
小学生2,270円/年、中学生
2,270円（通学用品費）

ない ない ある
給食費無料
修学旅行費無料
（小中学生）

ない

昭和村 保健福祉課 ない ある
国の制度に基づく事業
要保護、準要保護児童生徒に対する就学
援助費の補助

ない ない ある

・就学援助制度（教育委員会）児童生徒の
就学に必要な経費を負担することが困難
な家庭の保護者に対し、学用品費や給食
費、修学旅行費等を援助する。

会津美里
町

ない ある

就学援助制度
学用品費・通学用品費・新入学児童生徒学
用品費・修学旅行費（国の補助単価額によ
る）

ない ない ある ひとり親家庭への医療費助成 ない

西郷村 福祉課 ない ない ない ない ない ない

泉崎村 住民福祉課　福祉係 ない ない ない ない ない ない

中島村 保健福祉課 ない ない ない ない ない ない

矢吹町 子育て支援課 ない ある

学習環境が整わない生活困窮世帯の中学
生を対象に、学びの機会・場所を提供し、学
習支援員による学習援助等の支援を実施

ある

生活困窮者に対し、生活相談内容のア
セスメントを行い、各種制度の活用を図
り、自立に向けた支援プラン作成等の
支援を実施

ある

ひとり親家庭の就職による自立促進
と生活安定を図るため、高等学校卒
業程度の認定試験や、高等技能訓
練等の資格取得費用の一部を助成

ある

・保育施設において、多子世帯利用者の
負担を軽減（3歳未満の保育料を、2人目
は半額、3人目以降は無料）
・放課後児童クラブにおいて、多子世帯利
用者の負担を軽減（2人目以降の放課後
児童クラブ利用料を減額）
・本市産食材を活用して地産地消を推進
し、給食費の負担を軽減
・教育機会均等と有為な人材育成のため、
経済的な理由により、修学が困難な高校
生に対し、年額50,000円の奨学資金を給
付
・経済的理由により就学困難と認められる
児童生徒に対し、学用品費や給食費を援
助
・短期入所費用の負担軽減
・産後ケア費用の負担軽減
・ファミリーサポートセンターの負担軽減
・ひとり親医療費助成

ある

・ひとり親家庭及び寡婦
（夫）に対し、就学資金等の
貸付を実施
・休日保育の拡充、病児・
病後児保育の拡充、ファミ
リサポートセンターでの病
児・病後児等緊急対策の拡
充を実施
・外国語、身体機能向上、
芸術・文化・伝統、地域連
携などに関する特色ある教
育・保育の取り組みを実施
する保育施設等に対して補
助金を支出
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棚倉町 ない ある

就学援助費の支給。
学用品や学校給食費等の援助。
援助金額は、要保護児童生徒補助金の単
価の範囲内とする。

ない ある

・ひとり親家庭高等職業訓練促進事
業補助交付
・ひとり親家庭自立支援教育訓練事
業補助金交付

ない ない

矢祭町
町民福祉課

福祉保険ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ない ない ない ある

生活自立サポートセンター県南事務
所へ相談

ある ない

塙町 健康福祉課 ない ない ある 生活保護制度 ない ある 生活保護制度 ない

鮫川村 住民福祉課 ない ない ある
経済的理由によって就学困難な児童生
徒の保護者に対し、学用品費や給食費
を援助

ない ない ない

石川町 教育課 ない ある

・就学援助制度（準要保護）
経済的理由によって就学困難な児童生徒
の保護者に対し、学用品、通学用品、校外
活動費、修学旅行費、給食費等を援助
（要保護補助金単価に準ずる）

・奨学資金貸与制度
【高等学校・高等専門学校生：月額20,000円
（私立）、15,000円（公立）】
　【大学・専修学校生：月額50,000円（自宅
外通学）、35,000円（自宅通学）】

ある

・学校給食費補助事業
本町に住む子育て世代の支援を目的
に、町立小中学校の学校給食費の半年
分を補助

ない ない ない

玉川村 健康福祉課 ない ない
奨学資金貸与制度
月額50,000円

ない ない ない ない

平田村 健康福祉課 ない ない ない ない ある
・保育料完全無償化
・高校等通学支援　月5,000円
・就学援助

ない
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浅川町 保健福祉課 ない ある

・奨学金制度
修学資金
県立高等学校に在学している者 月額　16,000円
私立高等学校に在学している者 月額　20,000円
高等専門学校に在学している者 月額　16,000円
国公立大学に在学している者　月額　35,000円
私立大学に在学している者　月額　40,000円
国公立専修学校に在学している者(高等課程)
月額　16,000円
国公立専修学校に在学している者(専門課程)
月額　35,000円
私立専修学校に在学している者(高等課程)
月額　20,000円
私立専修学校に在学している者(専門課程)
月額　40,000円

(2)　入学支度金
高等学校又は高等専門学校入学者　150,000円
大学入学者　300,000円

ない ない ない ない

古殿町 ない ある
就学奨励費（教育委員会）
学用品費：定額
校外活動費：上限付きで実費分

ある
給食費：全額無料
スクールバスの運行

ない ある 全児童保育料全額無料 ない

三春町 子育て支援課 ない ない ない ない ある

・就学援助制度（教育委員会）児童生徒の
就学に必要な経費を負担することが困難
な家庭の保護者に対し、学用品費や給食
費、修学旅行費等を援助する。

ない

小野町 子育て支援課 ない 　 ない ある 就学援助費の助成 ある
家庭環境等の問題を抱えるひとり親
等に対し、スクールソーシャルワー
カーによる相談事業を実施

ない ない

広野町 こども家庭課 ない ない ない ない ある

ひとり親家庭医療費
医療費の自己負担分を助成

就学支援制度
経済的にお困りの家族に学用品費や給食
費の一部助成

ない

楢葉町 住民福祉課 ない ない ない ない ない ない

富岡町 福祉課　福祉係 ない ある

町内の学校に通学している小中学生に対し
て、給食費や学用品費、また修学旅行費や
校外活動費、制服、運動着等を無償で支給
しており、通学にかかるスクールバスも運行
している。

ない ない ある

・奨学資金貸与
経済的理由により修学が困難と認められ
る方に対して奨学資金を貸与する
対象：高校生、専門学校生、大学生

ある



ネットワーク
の有無

ネットワークの概要
支援の有

無
支援の概要

支援の有
無

支援の概要 支援の有無 支援の概要 支援の有無 支援の概要 支援の有無 支援の概要

市町村

２２　子どもの貧困対策

①子どもの貧困対策
の担当部署

（ある場合は記入）

②子どもの貧困ネットワークについて ③教育の支援 ④生活の支援 ⑤保護者に対する就労の支援 ⑥経済的支援 ⑦その他

子どもの貧困対策

川内村 保健福祉課 ない ある
・就学援助制度
内容：学用品費や給食費、修学旅行費等を
援助　一定の条件あり

ない 　 ない ある

・川内村高等学校生徒遠距離通学補助金
交付金
内容：通学定期費もしくは下宿等に係る費
用の助成。上限あり
・川内村幼児家庭保育支援手当支給事業
村内に住所を有する満1歳から3歳に満た
ない、保育所等を利用していない幼児につ
いて、その保護者に対し、月額20,000円を
支給する。
・ひとり親家庭への医療費助成
・こども園保育料・給食費の無料化
・川内村育英奨学資金
内容：無利子で貸付
大学・専門学校生等：月額　最大5万円
高等学校：月額　最大3万円

ない

大熊町 ない ない ない ない ない ない

双葉町
健康福祉課
福祉介護係

ない ない ない ない ない ない

浪江町
教育委員会事務局

子育て支援係
ない ある 就学援助 ない ない ない ない

葛尾村 住民生活課 ない ない ない ない ない ない

新地町 健康福祉課 ない ある
就学援助（小・中学生）
→経済的理由により就学が困難と認められ
る児童および生徒に対し、就学費を支給。

ない ない ある

ひとり親援助資金貸付
→経済的自立の助成と福祉の増進を図る
ための貸し付けを行う。
１００千円

ない

飯舘村 健康福祉課 ない ある
就学援助費の支給
学用品や学校給食費等の援助

ない ない ない ない


